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Ⅰ．研究背景と研究目的

現在、要介護高齢者の在宅生活継続は大きな課題であ

る。要介護高齢者の入所施設からの在宅復帰には、エ

ネルギー摂取量、離床時間、夜間の失禁率が影響してい

ることが明らかになっている1)。また、多職種が栄養指

導や歩行など包括的に介入することにより、Activities 

of Daily Living（ADL）低下を予防できることや、家族

の介護負担感が軽減することも明らかにされている2, 3, 4)。

さらに、世界保健機関（WHO）が発表したIntegrated 

Care for Older Peopleでは、地域レベルでの統合ケアに

おける重要な要素の一つとして、「全てのサービス提供

者が包括的な評価及びケアプランを共有すること」を

挙げている5)。しかし、実際には、多職種連携が十分に

進んでいないという報告もある6)。多職種連携には情報

共有が不可欠であることに着目した、「Information and 

Communication Technology（ICT）を活用した要介護

高齢者の在宅生活継続支援システム」はすでに開発さ

れている7)。これは、在宅生活を送っている要介護高齢

者または同居家族がタブレット端末を用いて、自立支

援介護における基本ケア項目8)（水分、栄養、排便、運

動）の基本情報を入力し、担当ケアマネジャーはその

情報を把握できるシステムである。筆者は、このウェ

ブシステムを、通所介護事業所を拠点に有効活用する

ことを検討している。具体的には、要介護度の重度化

に影響する食事、水分、排便、活動の情報を家庭での

様子を含めてモニタリングし、ADL低下を予見した場

合は適時に通所介護サービス利用を促すシステムであ

る。このシステムを試行する前段階として、利用者の

状態に応じて通所介護サービスの利用日を変更するこ

とが、ADL改善・重度化予防に効果があるかを検討す

る必要があると考える。

本研究の目的は、通所介護事業所におけるADL低下

の実態把握と、利用回数の変化で対応可能かを検討す

ることである。

Ⅱ．用語の定義

本研究で用いる用語について、以下の通り定義する。

（1）自立支援介護

自立支援介護とは「その人の『身体的』、『精神的』

かつ『社会的』自立を達成し改善または維持するよう、

介護という方法によって支援していくこと」と定義さ

れている9)。
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（2）前倒し利用

本稿では、ADL低下が予測された場合、当初の利用

予定日よりも前に通所を促し、適切な支援を提供する

ことを「前倒し利用」とする。

Ⅲ．研究方法

（1）調査対象

2020年12月31日時点で、厚生労働省が公表している

全国の通所介護事業所26,065事業所から、1,000事業所を

無作為抽出した。その1,000事業所の管理者または管理

者に準ずる職員を対象とした。

（2）調査期間

2021年5月1日から2021年6月30日の期間に調査を実施

した。

（3）調査方法

1）質問票配布と回収の手続き

郵送法による自記式質問紙調査である。調査対象の

全ての事業所の管理者あてに、研究目的、方法、倫理

的配慮等を記載した協力依頼文書と、質問票各1通を郵

送し、管理者または管理者に準ずる職員に回答を依頼

した。質問票1通ごとに返信用封筒1通をクリップ止め

し、回答後に回答者自身が封緘して直接研究者宛てに

返信出来るようにした。この手続きにより、2021年5月

に質問票1,000通を郵送した。

2）調査票作成の手続きと調査内容

筆者の研究関心に基づいて、直近6か月間でADLが低

下した利用者の有無、直近6か月間でADLが低下した利

用者がいる場合はその人数、利用回数増加によるADL

変化の予測、ADL低下防止の目的での利用回数増加経

験の有無、ADL低下防止目的で利用回数を増加させた

結果、ADL低下防止目的での前倒し利用の可否、前倒

し利用の障壁と考えられる項目について設問した。その

後、予備調査として、本調査の対象ではない、通所介

護事業所に勤務経験のある介護職員5名を対象に、回答

を求めた上で聞き取り調査を行い、設問文と回答の選

択肢に若干の修正を加えて、質問票を完成させた。回

答形式は、直近6か月間でADLが低下した利用者の有無、

利用日増加によるADL変化の予測、ADL低下防止の目

的での利用回数増加の有無、ADL低下防止目的で利用

回数を増加させた結果、ADL低下防止目的での前倒し

利用の可否、については、2件法とした。直近6か月間

でADLが低下した利用者の人数については、人数を自

記式で記載することとした。前倒し利用の障壁と考え

られる項目については、予備調査の結果を鑑みて、複

数回答可能な形式で5つの選択肢を示した。なお、前倒

し利用の障壁の選択肢には、「利用者の経済的負担」も

想定されたが、本調査で検討すべき内容は、通所介護

事業所側の障壁と考えて、回答の選択肢には加えなかっ

た。

具体的な設問内容は結果の表（表1 ～表7）で示す。

3）分析方法

それぞれの質問項目ごとに単純集計を行った。すべ

ての統計処理は、SPSS Statistics 26 for Windowsを用

いた。

4）倫理的配慮

研究依頼文書と調査票を同封し、研究依頼文書に、

回答は自由意思であること、アンケートの提出をもっ

て研究協力に同意したと判断させていただくことを明

記した。なお、本研究は東洋大学ライフデザイン学部

研究等倫理委員会の審査を受け、承認を得てから実施
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した（承認番号L2020-016S）。

Ⅳ．結果

161事業所から回答が得られた。複数の設問に未回答

の事業所もあったが、得られた回答は除外せず、全て

分析対象とした（有効回収率 16.1%）。

（1）直近6か月間でADLが低下した利用者

1）�直近6か月間でADLが低下した利用者の有
無（表1）

直近6か月間でADLが低下した利用者の有無について

設問したところ、79.5%がいると回答した。

2）�直近6か月間でADLが低下した利用者の人
数（表2）

「直近6か月間でADLが低下した利用者がいる」と回

答した128名に対して、その人数を設問したところ、最

小が3名、最大が50名であった。回答者の割合でみると、

3人が24.0%で最も多く、次いで5名（20.2%）、10名（15.5%）

と続いた。

3）利用回数増加によるADL変化の予測（表3）

「直近6か月間でADLが低下した利用者がいる」と回

答した128名に対して、「利用回数を増やすことができ

れば、ADL低下を防げたと思うか」と設問したところ、

60.9%が防げたと思うと回答した。

（2）ADL低下防止の目的での利用回数増加

1）�ADL低下防止の目的での利用回数増加の有
無（表4）

これまでに、ADL低下防止の目的で、利用者の通所

表1　直近6か月間でADLが低下した利用者の有無
人数（人） 割合（%）

い　る 128 79.5 
いない 28 17.4 
未回答 5 3.1 
合　計 161 100.0 

表2　直近6か月間でADLが低下した利用者の人数
ADLが低下した
利用者数（人） 回答者数（人） 割合（%）

3 31 24.0 
5 26 20.2 
10 20 15.5 
2 15 11.6 
20 7 5.4 
1 5 3.9 
4 5 3.9 
8 3 2.3 
15 3 2.3 
6 2 1.6 
7 2 1.6 
12 1 0.8 
18 1 0.8 
30 1 0.8 
50 1 0.8 

未回答 5 3.9 
合計 128 100.0 

表3　利用日増加によるADL変化の予測 
人数（人） 割合（%）

防げたと思う 78 60.9 
防げなかったと思う 47 36.7 
未回答 3 2.3 
合　計 128 100.0 
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利用回数を増加した経験の有無について設問したとこ

ろ、75.8%があると回答した。

2）�ADL低下防止の目的で利用回数を増加した
結果（表5）

「これまでに、ADL低下防止の目的で、利用者の通所

利用回数を増加した経験がある」と回答した122名に対

して、「利用回数増加によって、ADL低下を防ぐことが

できたか」と設問したところ、85.2%がADL低下を防げ

たと回答した。

（3）ADL低下防止の目的での利用回数増加

1）�ADL低下防止目的での前倒し利用の可否
（表6）

ADL低下防止目的での前倒し利用可否ついて設問し

たところ、74.5%が可能と回答した。

2）前倒し利用の障壁（表7）

ADL低下防止の目的での前倒し利用の障壁と考えら

れる項目について、5つの選択肢を挙げ、複数回答可能

で設問したところ、送迎の問題が最も多く31.5%、次い

で利用定員調整が困難（28.1%）、調整を行うスタッフ

不足（13.4%）と続いた。

Ⅴ．考察

本調査の結果、通所介護を利用していても、ADLが

低下している利用者が一定数いることが明らかになっ

た。また、ADLが低下した利用者に関して、「利用回数

を増やすことができれば、ADL低下を防げたと思うか」

という設問に対しては、60.9%が防げたと思うと回答し

ている。一方、「ADL低下防止の目的で利用回数を増加

した経験」については、75.8%があると回答し、そのうち、

実に85.2%が、「利用回数増加によってADL低下を防げ

た」と回答している。すなわち、「利用回数を増やすこ

とができれば、ADL低下を防げたのではないか」とい

う予測と、実際に利用回数を増やすことによってADL

表4　 ADL低下防止の目的での利用回数を増加した経験
人数（人） 割合（%）

あ　る 122 75.8 
な　い 34 21.1 
未回答 5 3.1 
合　計 161 100.0 

表5　 ADL低下防止の目的での利用回数を増加した結果
人数（人） 割合（%）

防げた 104 85.2 
防げなかった 15 12.3 
未回答 3 2.5 
合計 122 100.0 

表6　 ADL低下防止目的での前倒し利用の可否
人数（人） 割合（%）

可　能 120 74.5 
不可能 38 23.6 
未回答 3 1.9 
合　計 161 100.0 

表7　前倒し利用の障壁 
人数（人） 割合（%）

送迎の問題 92 37.1 
利用定員調整が困難 82 33.1 
調整を行うスタッフ不足 39 15.7 
法的に困難 22 8.9 
調整を行う時間がない 13 5.2 
合　計 248 100.0 
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低下を防げたという回答には、24.3ポイントの差があっ

た。一般的に介護保険サービスは、ケアプランで定め

られた予定通りに利用する。例えば週2回、通所介護サー

ビスを利用する場合であれば、月曜日と木曜日や、火

曜日と金曜日のようにスケジューリングすることが多

い。今回の調査結果では、75.8%の事業所が、この当初

予定のスケジュールを変更して利用日を増やした経験

があり、その結果、85%以上がADL低下を防止したと

回答していることは、大変興味深い。

前倒し利用の障壁については、送迎の問題が最も多

く、次いで利用定員の調整、調整を行うスタッフ不足

と続いた。利用定員の調整については、明確な理由が

ある場合には若干の定員超過を認めるような、実情に

応じた制度改正が必要と考える。これについては、今後、

利用回数増加によってADL低下が防げた実例を積み上

げて、提言していく必要があると考える。調整を行う

スタッフ不足については、一定割合の定員超過が認め

られることになれば、解決する問題であろう。残るは、

送迎の問題である。これについては、1事業所だけでは

限界がある。現時点では構想段階に過ぎないが、筆者は、

地域包括ケアの一部として、複数の事業所間でユニッ

トのようなゆるいつながりをもつことができないかと

考えている。具体的には、ADL低下防止目的で前倒

し利用する利用者が発生したにも関わらず、当該事業

所の送迎車では対応できない場合、近隣の事業所で対

応可能な送迎車を使えるような体制を構築することで

ある。事業所間でどのような契約を結ぶのかなど、実

務的な課題は残るが、今後も要介護高齢者が増え続け

ることを考えれば、複数の事業所がつながりをもって、

地域を支える仕組みが必要になってくると考える。

最後に、本研究の課題を挙げておく。まず、16.1%と

いう低い回収率である。この結果は、ICTの活用やデー

タベース化、利用者のADL変化に、ある程度関心が高

い事業所のみが回答した可能性を否定できない。また、

前倒し利用の障壁として挙げられた内容については、

実現可能な方策を早急に検討する必要があるが、介護

保険下でサービスを提供している事業だけに、法制面

との兼ね合いも考慮する必要があることを今後の課題

として挙げておく。
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